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1. PPP/PFI検討について
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PPP/PFIとは

公共施設等の建設、維持管理、運営等を、行政と民間が連携して行うことを

PPP と呼び、このうち、 PFI 法に基づくものを PFI と呼びます
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PPP/PFIの手法例

PPP/PFIには様々な手法が存在しますが、民間事業者にどのような役割分担や業務範囲
を委ねるかにより想定される手法が異なります
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PPP/PFIの事業類型

PPP/PFIの事業の類型には、①サービス購入型②独立採算型、双方を組み合わせた

③混合型の類型があります
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PPP/PFI検討のメリット

官民双方にメリットが生まれることが多く、案件数もかなり増えてきています

近年では、サービス向上や担い手確保の効果を求めて検討する案件も多い状況です
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参考事例

スモールコンセッションなどのモデルも出てきており、小規模かつ地方で、コンサルを活用せず
案件化した事例も出てきており、より検討が身近になってきていると考えられます

改
修
工
事

工
事
請
負
契
約

公
有
財
産
貸
付
契
約

P
FI

事
業
契
約

固
定
資
産
税
相
当
額

建
物
保
険
料

所有

維持管理

サ
ブ
リ
ー
ス

賃
料



2. PPP/PFI検討のプロセスについて
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検討プロセスの全体像

各プロセスで1年程度かけて検討することもありますが、短期で検討を進める事例もあり、
複数の工程を1年程度に圧縮するケースも多くあると言えます

まとめて1年～1年半で実施するケースもある

スキームにより、検討事項も異なりますが、

参考にPFI手法での検討を想定した主な検討プロセスをお示ししています
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庁内合意形成などの事業発案の段階では、解決したい行政課題の整理や

事業効果などを簡易的に確認し、具体的な検討に繋げるなどのステップになります
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構想・基本計画策定の段階では、多様な観点での意見を取り込み

「大切にしたいこと（コンセプト）」の整理やそのイメージを具体化していくステップになります
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導入可能性調査では、事業の実現可能性・事業実施後の効果を高めるための

詳細の調整を進めるステップになります
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事業者選定では、これまでの検討内容の文書化や事業者選定における

重視すべき視点の整理を行うステップになります



3. 官民対話の実施方法について
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検討段階ごとの官民対話の目的イメージ

官民対話は様々な検討段階で実施するなどが想定されます対話の方式も複数あります

が、ここでは進め方でご質問をいただくことの多いクローズ方式の進め方について説明します

オープン方式

複数事業者の意見を比

較・議論しながら把握でき

る一方、具体的な議論は
難しい

クローズ方式

個別対話により具体的な

提案やノウハウを把握でき

る一方、公平性への配慮
が必要

アンケート方式

短期間で幅広い事業者

の意見を収集できる一方、

詳細な意図の共有・把握
が難しい

広く聞く

広く聞く

深く聞く

図出所：地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き
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対話の方式によらず、事業の概要が分かる資料の準備は必要になります

クローズ方式では、協力する事業者の公募を行うなどの方法もあります
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事業概要資料の作成では、既存資料を活用し負担を減らすような形で進めます

対話の質問項目は事業により異なりますが、検討の視点も参考にご説明いたします



4. 物価上昇を加味したコスト試算の方法について
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物価上昇の状況や契約金額の考え方

近年は著しい物価の上昇などが継続的に続いており、その変化を捉えず発注を行うと

価格が合わず不調になるなどの可能性が高い状況と言えます
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※国土交通省にて令和6年9月30日付けで公表された最新の建設デフレータをグラフ化して掲載
*2015年の各種数値を元に設定した基準値（2015年基準値が100）

近年は、多様な社会情勢変化の影響もあり、建設工事費が
上昇し続けている状況です（2015年比で約3割上昇）。
そ事業費試算は、毎年見直すなどの工夫も重要になります。
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内閣府においても「PPP/PFI事業における物価変動の影響への対
応について」の通知を出しており、物価上昇分を契約金額に適切
に反映することが求められています
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行政職員での簡易整備費試算の方法

簡易に整備費を試算する方法では、他事例の整備費・延床面積を参考に試算するケース
が多いですが、近年の物価上昇なども踏まえた試算の観点も重要になります


